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道内景気は、緩やかに回復している。生産活動は持ち直しの動きが見られる。需要面をみ

ると、個人消費は、一部に弱い動きがみられるものの、緩やかに持ち直している。住宅投資

は弱含みで推移している。設備投資は持ち直し基調が続いている。公共投資は、基調として

弱含んでいる。輸出は持ち直し基調にある。観光は、来道客数、外国人入国者数が好調を維

持している。

雇用情勢は有効求人倍率の改善が続いている。企業倒産は件数、負債総額ともに前年を下

回った。消費者物価は、１６か月連続で前年を上回っている。

現状判断DI（北海道）
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１．景気の現状判断DI～前月比横ばい

景気ウォッチャー調査
（季節調整値）

（資料：内閣府）
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２．鉱工業生産～３か月ぶりに上昇

鉱工業生産・出荷・在庫指数
（季節調整済指数）

（資料：北海道経済産業局）

景気ウォッチャー調査による、４月の景気

の現状判断DI（北海道）は４７．４となり前月

比横ばいとなった。横ばいを示す５０を３か月

連続で下回った。

景気の先行き判断DI（北海道）は、前月

を０．１ポイント上回る４７．９となり、横ばいを

示す５０を２か月連続で下回った。

３月の鉱工業生産指数は９７．５（季節調整済

指数、前月比＋２．３％）と３か月ぶりに上昇

した。前年比（原指数）では▲０．１％と２ヶ

月連続で低下した。

業種別では、石油・石炭製品工業、鉄鋼業

など４業種が前月比低下、窯業・土石製品工

業、一般機械工業など１２業種が前月比上昇と

なった。

道内経済の動き
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３．百貨店等販売額～５か月連続で増加

百貨店等販売額（前年比）

（資料：北海道経済産業局）

軽乗用車小型車 前年比（右目盛）普通車

千台 ％
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４．乗用車新車登録台数～５か月ぶりに増加

乗用車新車登録台数

（資料：�日本自動車販売協会連合会、�全国軽自動車協会連合会）

その他プロサッカー 総来場者（前年比、右目盛）プロ野球

千人 ％
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５．札幌ドーム来場者～２か月ぶりに増加

札幌ドーム 来場者数

（資料：㈱札幌ドーム）

３月の百貨店・スーパー販売額（全店ベー

ス、前年比＋１．２％）は、５か月連続で増加

した。

百貨店（前年比＋０．２％）は、衣料品、身

の回り品、飲食料品は前年を下回った。スー

パー（同＋１．５％）は、５か月連続で前年を

上回った。品目別では衣料品、身の回り品、

その他は前年を下回ったものの、飲食料品は

前年を上回った。

コンビニエンスストア（前年比＋２．５％）

は、５か月連続で前年を上回った。

３月の乗用車新車登録台数は、２５，３０７台

（前年比＋０．９％）と５か月ぶりに前年を上

回った。車種別では、普通車（同＋１１．６％）、

軽自動車（同＋４．６％）が前年を上回った。

小型車（同▲１３．６％）が前年を下回った。

２０１７年度では、１８３，７７０台（前年比＋４．４％）

と前年を上回っている。普通車（同＋３．１％）、

小型車（同＋１．６％）、軽乗用車（同＋９．３％）

といずれも前年を上回っている。

３月の札幌ドームへの来場者数は、２１５千

人（前年比＋６．７％）と２か月ぶりに前年を

上回った。内訳は、プロ野球１５９千人（同

＋７．５％）、サッカー３９千人（同＋１４．５％）、

その他が１７千人（同▲１３．８％）だった。

道内経済の動き
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持家 貸家 給与 前年比（右目盛）分譲
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６．住宅投資～６か月ぶりに増加

住宅着工戸数

（資料：国土交通省）
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前年比（右目盛）

７．建築物着工床面積～２か月ぶりに減少

民間非居住用建築物（着工床面積）

（資料：国土交通省）

%億円

請負金額 前年比（右目盛）
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８．公共投資～２か月ぶりに増加

公共工事請負金額

（資料：北海道建設業信用保証㈱ほか２社）

３月の住宅着工数は２，８１３戸（前年比

＋７．７％）と６か月ぶりに前年を上回った。

利用関係別では、持家（同＋０．３％）、貸家

（同＋４．９％）、給与（同▲８２．８％）、分譲（同

＋６１．０％）となった。

２０１７年度では、３７，０６２戸（前年比▲１．２％）

と前年を下回った。利用関係別では、持家

（同＋１．４％）、貸家（同▲３．５％）、給与（同

＋９．３％）、分譲（同＋２．９％）と貸家を除い

て増加している。

３月の民間非居住用建築物着工面積は、

１０４，３０７㎡（前年比▲１．６％）と２か月ぶりに

前年を下回った。業種別では、製造業（同

＋２１．６％）、非製造業（同▲３．２％）であっ

た。

２０１７年度累計では、１，９８３，０１２㎡（前年比

＋９．６％）と前年を上回っている。業種別で

は、製造業（同▲１．９％）と前年を下回って

いるが、非製造業（同＋１０．８％）が前年を上

回っている。

４月の公共工事請負金額は、１，５９４億円

（前年比＋８．６％）と２か月ぶりに前年を上

回った。

発注者別では、市町村（同▲２５．２％）、が

前年を下回ったが、国（同＋２．３％）、独立行

政法人（同＋２２６．８％）、北海道（同＋１１．０％）、

地方公社（同＋５，０９２．０％）その他（同

＋５９．１％）が前年を上回った。

道内経済の動き
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航空機 ＪＲ フェリー 前年比（右目盛）
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９．来道者数～２か月連続で増加

来道者数

（資料：�北海道観光振興機構）
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１０．外国人入国者数～２２か月連続で増加

外国人入国者数

（資料：法務省入国管理局）
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１１．貿易動向～輸出が２か月連続で減少

貿易動向

（資料：函館税関）

３月の国内輸送機関利用による来道客数

は、１，０９０千人（前年＋０．０）と２か月連続で

前年を上回った。輸送機関別では、フェリー

（同▲９．３％）、JR （同▲１１．２％）が前年を下

回ったが、航空機（同＋１．３％）が前年を上

回った。

２０１７年度累計では、１３，７７７千人（同

＋２．０％）と前年を上回っている。

３月の道内空港・港湾への外国人入国者数

は、１４２，８８５人（前年比＋３２．４％）と２２か月

連続で前年を上回った。２０１７年度計では、

１，７３５，６１０人（同＋２４．５％）と前年を上回っ

ている。

空港・港湾別では、新千歳空港が１３３，６６８

（前年比＋３４．４％）、函館空港が７，４９３人（同

＋７．２％）、旭川空港が１，７１７人（同＋３４．８％）

だった。

３月の貿易額は、輸出が前年比２２．６％減の

３４２億円、輸入が同２７．７％増の１，２３９億円だっ

た。

輸出は、鉄鋼、石油製品、有機化合物など

が減少した。

輸入は、原油・粗油、石油製品、石油ガス

類などが増加した。

輸出は、２０１７年度計では３，８１３億円（前年

比＋１．５％）と前年を上回っている。

道内経済の動き
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有効求人倍率 新規求人数（右目盛）
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１２．雇用情勢～改善が進んでいる

有効求人倍率（常用）、新規求人数（前年比）

（資料：北海道労働局）
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１３．倒産動向～件数は３か月連続で減少

企業倒産（負債総額１千万円以上）

（資料：㈱東京商工リサーチ）
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2015年
＝100.0

１４．消費者物価指数～１６か月連続で前年を上回る

消費者物価指数

（資料：総務省、北海道）

３月の有効求人倍率（パートを含む常用）

は、１．１４倍（前年比＋０．０９ポイント）と９８か

月連続で前年を上回った。

新規求人数は、前年比▲１．６％と２か月連

続で前年を下回った。業種別では、製造業

（＋４．８％）、医療、福祉（＋０．３％）などが前

年を上回ったが、宿泊・飲食サービス業（同

▲４．９％）、サービス業（同▲３．１％）、卸売

業、小売業（同▲２．２％）などが減少した。

４月の企業倒産は、件数が１６件（前年比

▲２７．３％）、負債総額が１５億円（同▲３４．８％）

だった。件数、負債総額とも３か月連続で下

回った。

業種別では建設業、卸売業が各５件、製造

業、サービス・他が各３件となった。

３月の消費者物価指数（生鮮食品を除く総

合指数）は、１０１．４（前月比＋０．２％）と２か

月連続で上昇した。前年比は＋１．５％と、１６

か月連続で前年を上回った。

生活関連重要商品等の価格について、４月

の動向をみると、食料品・日用雑貨等の価格

はおおむね安定している。石油製品の価格も

調査基準日（４月１０日）時点で前月比横ばい

となっている。

道内経済の動き
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１．従業員の過不足感

雇用人員判断DI（△５５、「過剰企業の
割合」－「不足企業の割合」）は前年同
期から１３ポイント低下した。２０１０年から
９年連続の低下となり、バブル期ピーク
を更新し、１９８９年の調査開始以来、過去
最高となった。＜図１＞

２．今春の新卒採用状況

今春に「新卒採用した企業」（４４％）は
前年から１ポイント上昇した。＜図２＞

採用予定人数に対する充足率は、「予定
どおり」の企業が４３％と前年同期比６ポ
イント低下した。また、５業種が前年を
下回った。＜表３＞＜図６＞

３．今後１年間の従業員の増減見通し

雇用方針DI（＋２９、「増員する企業の
割合」－「減員する企業の割合」）は前
年同期から６ポイント上昇した。ホテル
・旅館業以外の幅広い業種で前年を上回
り、プラス水準となっており、人員確保
の動きは続く見込み。＜図３＞＜表８＞
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企業の人手不足感はバブル期ピークを更新
２０１８年 道内企業の雇用動向と新卒採用

要 約

＜図１＞従業員の過不足感（雇用人員判断DIの推移）

＜図２＞新卒採用状況（新卒採用実施企業の割合）

＜図３＞今後１年間の従業員の増減見通し（雇用方針DIの推移）
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調査の目的と対象
アンケート方式による道内企業の経営動向把握。

調査方法
調査票を配付し、郵送または電子メールにより回
収。

調査内容
２０１８年度の雇用動向と新卒採用について

回答期間
２０１８年２月中旬～３月中旬
本文中の略称
雇用人員判断DI
「過剰企業の割合」－「不足企業の割合」
雇用方針DI
「従業員を増員する割合」ー「従業員を減員す
る割合」
ｎ（number)
有効回答数

地域別回答企業社数

業種別回答状況

＜表１＞項目別の要点

（項 目） 要 点

�従業員の過不足感 ＜図４＞
雇用人員判断DI（△５５）は前年比１３ポイントマイナスと人手不足感は更に
強まった。業種別では全ての業種においても前年比マイナス幅が拡大した。

�今春の新卒採用状況 ＜図５＞
今春新卒採用を実施した企業は、製造業（４０％）は１ポイント、
非製造業（４５％）は１ポイントそれぞれ前年比上昇した。

�新卒採用内定者の評価 ＜表２＞
「良い人材を採用できた」企業（４７％）は前年比２ポイント上
昇。

�採用予定人数に対しての
充足率

＜表３＞
「予定どおり」（４３％）の企業は前年比６ポイント低下。充足率はホテル・旅館業
（１８％）、小売業（２４％）、木材・木製品（２５％）が低く、新卒採用に苦戦している。

�企業の新卒採用決定要因＜表４＞「将来の人手不足に備える」企業（７１％）は５業種、「年齢構成の
改善を図る」（６０％）は４業種でそれぞれ最多。

�今春新卒採用しなかった
企業の理由

＜表５＞
「随時、中途採用する」企業（６５％）は前年比１１ポイント上昇。
６業種で前年を上回る。

�新卒採用実施企業の中途
採用計画

＜表６＞
「必要あれば、随時中途採用する」企業（８３％）は前年比ほぼ横
這い。

	採用する際の重視項目 ＜表７＞
「協調性」（８４％）が８ポイント上昇。以下「積極性」（７０％）、「誠
実性」（６９％）が続く。


今後１年間の従業員の増
減見通し

＜表８＞
雇用方針DI（＋２９）は前年比６ポイント上昇。製造業（＋３６）は２０ポイント、
非製造業（＋２６）は１ポイントそれぞれ上昇。人員確保の動きが続く見通し。

企業数 構成比 地 域
全 道 ３８１ １００．０％
札幌市 １５５ ４０．７ 道央は札幌市を除く石狩、後志、

胆振、日高の各地域、空知地域南部道 央 ７９ ２０．７
道 南 ３４ ８．９ 渡島・檜山の各地域
道 北 ５０ １３．１ 上川・留萌・宗谷の各地域、空知地域北部

道 東 ６３ １６．５ 釧路・十勝・根室・オホーツクの各地域

調査企業社数 回答企業社数 回答率
全 産 業 ７０２ ３８１ ５４．３％
製 造 業 １９７ ９８ ４９．７
食 料 品 ６８ ３２ ４７．１
木 材 ・ 木 製 品 ３３ １４ ４２．４
鉄鋼・金属製品・機械 ６０ ３４ ５６．７
そ の 他 の 製 造 業 ３６ １８ ５０．０
非 製 造 業 ５０５ ２８３ ５６．０
建 設 業 １３８ ８３ ６０．１
卸 売 業 １０５ ５９ ５６．２
小 売 業 ９３ ４５ ４８．４
運 輸 業 ５３ ２９ ５４．７
ホ テ ル ・ 旅 館 業 ３５ １８ ５１．４
その他の非製造業 ８１ ４９ ６０．５

調 査 要 項
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＜図4＞従業員の過不足感（雇用人員判断DI）（n=318）
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＜図5＞今春の新卒採用状況（n=367）
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（項 目） 全産業 製造業 非製造業食料品 木材・
木製品

鉄鋼・金
属製品・
機械

その他の
製造業 建設業 卸売業 小売業 運輸業 ホテル・

旅館業
その他の
非製造業

�良い人材を採用できた ４７ ５３ ６７ ７５ ２５ ６３ ４５ ５０ ３８ ３８ ９１ ２７ ３３
（４５）（４９）（４０）（５０）（５３）（５０）（４３）（４９）（５０）（３９）（２９）（３８）（４１）

�従来と変わらない ４６ ４４ ３３ ２５ ６７ ３８ ４６ ４０ ５０ ４８ ９ ６４ ６２
（４９）（４９）（５０）（５０）（４７）（５０）（４９）（４４）（５０）（４２）（７１）（５０）（５９）

�良い人材を採用できず ８ ３ － － ８ － ９ １１ １３ １４ － ９ ５
（６）（３）（１０）（－）（－）（－）（７）（８）（－）（１９）（－）（１３）（－）

（項 目） 全産業 製造業 非製造業食料品 木材・
木製品

鉄鋼・金
属製品・
機械

その他の
製造業 建設業 卸売業 小売業 運輸業 ホテル・

旅館業
その他の
非製造業

�予定どおり ４３ ４９ ６２ ２５ ５０ ３８ ４１ ４９ ５６ ２４ ４６ １８ ４３
（４９）（５４）（５６）（３３）（５３）（７１）（４７）（４９）（５７）（３１）（１４）（３８）（６８）

�９割台 ８ ８ － ２５ ８ １３ ８ ８ １９ ５ １８ ９ －
（１１）（５）（１１）（－）（－）（１４）（１２）（１０）（１４）（８）（２９）（１３）（１４）

�７～８割台 ２１ ２２ ２３ ２５ ２５ １３ ２１ １３ １３ ２９ １８ ３６ ２９
（１８）（２４）（２２）（３３）（３３） － （１６）（８）（５）（３５）（２９）（３８）（９）

�５～６割台 １６ １９ ８ ２５ １７ ３８ １５ １３ ６ ２９ － ９ ２４
（１０）（１１）（－）（３３）（７）（１４）（１０）（１０）（１４）（８）（１４） － （９）

�３～４割台 ５ － － － － － ７ ８ ６ ５ １８ ９ －
（８）（３）（－）（－）（７）（－）（１０）（１５）（５）（１２）（１４）（１３）（－）

�１～２割台 ３ － － － － － ３ ３ － １０ － － ５
（－）（－）（－）（－）（－）（－）（－）（－）（－）（－）（－）（－）（－）

�１割未満 ４ ３ ８ － － － ４ ８ － － － １８ －
（４）（３）（１１）（－）（－）（－）（５）（８）（５）（８）（－）（－）（－）

＜表２＞新卒採用内定者の評価（n=154）
（単位：％）

※今春に新規採用を実施した企業の数値、（ ）内は前年実績、四捨五入の関係により合計が１００％とならない場合がある。

＜表３＞採用予定人数に対しての充足率（n=156）
（単位：％）

※今春に新規採用を実施した企業の数値、（ ）内は前年実績、四捨五入の関係により合計が１００％とならない場合がある。

＜図６＞採用予定人数に対しての充足率推移

採用予定人数に対しての充足率
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（項 目） 全産業 製造業 非製造業食料品 木材・
木製品

鉄鋼・金
属製品・
機械

その他の
製造業 建設業 卸売業 小売業 運輸業 ホテル・

旅館業
その他の
非製造業

�将来の人手不足に備え
る

① ① ① ① ② ① ① ② ② ① ① ① ①
７１ ６６ ６２ １００ ６２ ５７ ７３ ６３ ６３ ５５ １００ ７３ ６７
（６７）（６９）（７５）（６７）（７１）（５７）（６７）（６３）（５７）（６３）（８８）（４４）（５０）

�年齢構成の改善を図る
② ② ② ③ ① ② ① ① ① ② ② ③
６０ ５３ ５４ ４０ ６９ ２９ ６３ ７６ ６９ ５５ ６０ ５５ ５７
（５６）（５５）（５０）（１７）（７１）（５７）（５７）（７６）（５７）（４１）（６３）（６７）（５０）

�人材確保の好機である
③ ③ ① ③ ③ ① ③ ③ ①
４２ ３２ ３９ ２０ １５ ５７ ４５ ２４ ３１ ５５ ４０ ３６ ６７
（３７）（３８）（６７）（１７）（２４）（４３）（３６）（２４）（２６）（４４）（－）（５６）（４１）

�生産販売部門の強化を
図る

③ ② ③ ①
２９ ４２ ３１ ６０ ３９ ５７ ２５ １６ ２５ ２５ ２０ ２７ ３３
（２４）（４８）（３３）（６７）（４１）（７１）（１６）（１６）（２６）（１９）（１３）（－）（１８）

�業績の推移を重視する
③

２４ ２４ ３１ ２０ ２３ １４ ２４ ３４ １９ １５ １０ １８ ２４
（３３）（２９）（３３）（１７）（２９）（２９）（３４）（３４）（４４）（２２）（２５）（２２）（３２）

�事業の拡大を図る
③

２２ ２１ ３１ ２０ ２３ － ２３ １１ ３１ ２５ － ３６ ３８
（２２）（２６）（３３）（１７）（２９）（１４）（２０）（１１）（１７）（２２）（１３）（２２）（３２）

�退職者の補充にとどめ
る １５ ２１ １７ － ６ － １０ １１ ３０ １９ － １１ ２７

（１５）（７）（１７）（－）（６）（－）（１８）（１１）（３０）（１９）（－）（１１）（２７）

	景気動向を重視する ８ １１ １５ ２０ ８ － ７ １１ ６ － － ９ ５
（９）（５）（－）（－）（６）（１４）（１０）（１１）（９）（－）（１３）（２２）（５）


その他 １ － － － － － １ － － － － － －
（１）（－）（－）（－）（－）（－）（１）（－）（－）（－）（－）（－）（－）

（項 目） 全産業 製造業 非製造業食料品 木材・
木製品

鉄鋼・金
属製品・
機械

その他の
製造業 建設業 卸売業 小売業 運輸業 ホテル・

旅館業
その他の
非製造業

�随時、中途採用する
① ① ① ① ① ① ① ① ① ① ① ① ①
６５ ６６ ７７ ５６ ５７ ７５ ６５ ５１ ７０ ６２ ６７ ７１ ７７
（５４）（４６）（６１）（３９）（５３）（２３）（５７）（５３）（５３）（５４）（７７）（５６）（５５）

�現従業員で十分である
② ② ① ② ② ②
２１ ２０ ６ ３３ ３３ － ２２ １５ ３０ ２４ １３ １４ ２３
（３３）（４３）（５０）（３９）（３７）（４６）（２９）（１４）（５９）（３８）（２７）（１１）（１４）

�募集したが、採用した
い人材がいなかった

② ②
１８ １６ ６ － ２４ ３８ １９ ３３ １０ １４ １３ １４ １８
（１８）（２１）（１１）（－）（３２）（３９）（１７）（３１）（６）（８）（１４）（２２）（２１）

�教育・訓練に時間がか
かる

② ② ②
１６ １８ １８ － １９ ３８ １５ ２６ ８ － ２０ ２９ １８
（１０）（１０） － （１５）（１１）（１５）（１０）（２８）（６）（４）（５）（１１）（３）

�パート・アルバイトを
活用する

② ② ②
１６ ２４ ５９ １１ １０ － １３ ５ １０ ２９ － １４ ２７
（１５）（１０）（６）（１５）（１１）（８）（１７）（１１）（１２）（２５）（１４）（５６）（１４）

�採用する余裕がない ７ ６ － － ５ ２５ ７ ８ ８ １０ ７ － ５
（１０）（１０）（１１）（１５）（－）（１５）（１０）（１１）（１２）（１７）（－）（１１）（７）

�その他 ５ ４ ６ － ５ － ５ ８ － ５ １３ － ５
（７）（５）（－）（２３）（－）（－）（８）（８）（６）（４）（９）（１１）（１０）

＜表４＞企業の新卒採用決定要因（複数回答n=158）
（単位：％）

今春に新卒採用を実施した企業の数値、○内数字は業種内の順位、（ ）内は前年実績

＜表５＞今春新卒採用しなかった企業の理由（複数回答n=199）
（単位：％）

今春に新卒採用を実施しなかった企業の数値、○内数字は業種内の順位、（ ）内は前年実績
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（項 目） 全産業 製造業 非製造業食料品 木材・
木製品

鉄鋼・金
属製品・
機械

その他の
製造業 建設業 卸売業 小売業 運輸業 ホテル・

旅館業
その他の
非製造業

�必要があれば随時、中
途採用する

８３ ８２ ６９ １００ ９２ ７１ ８４ ８７ ６３ ８５ ９１ １００ ８１
（８４）（８６）（８３）（８３）（８８）（８６）（８３）（８８）（６８）（８２）（８８）（８９）（８６）

�中途採用はしない ３ ３ ８ － － － ３ ３ １３ － － － ５
（２）（２）（－）（１７）（－）（－）（２）（３）（９）（－）（－）（－）（－）

�未定 １４ １６ ２３ － ８ ２９ １３ １１ ２５ １５ ９ － １４
（１４）（１２）（１７）（－）（１２）（１４）（１５）（１０）（２３）（１９）（１３）（１１）（１４）

（項 目） 全産業 製造業 非製造業食料品 木材・
木製品

鉄鋼・金
属製品・
機械

その他の
製造業 建設業 卸売業 小売業 運輸業 ホテル・

旅館業
その他の
非製造業

�増員する ３８ ４０ ３３ ３９ ４６ ４４ ３７ ４９ ３７ ２８ ２３ ２８ ３７
�変わらない ５３ ５６ ５９ ５４ ５５ ５６ ５２ ４６ ５９ ５１ ６２ ４４ ５６
�減員する ９ ４ １０ ８ ０ ０ １１ ５ ６ ２１ １５ ２８ ７
雇用方針DI（A－C） ２９ ３６ ２３ ３１ ４６ ４４ ２６ ４４ ３１ ７ ８ ０ ３０

前年同時期DI ２３ １６ △６ ２６ ３７ ０ ２５ ４１ ２５ ２ ７ ６ ４３

（項 目） 全産業 製造業 非製造業食料品 木材・
木製品

鉄鋼・金
属製品・
機械

その他の
製造業 建設業 卸売業 小売業 運輸業 ホテル・

旅館業
その他の
非製造業

�協調性
① ① ① ① ① ② ① ② ① ① ② ① ①
８４ ８７ ８５ １００ ８５ ８８ ８２ ８０ ８１ ８１ ６４ １００ ９１
（７６）（６７）（６７）（６７）（７７）（４３）（７９）（８３）（７８）（８２）（７５）（６７）（７３）

�積極性
② ③ ③ ③ ① ③ ③ ① ②
７０ ７４ ７７ ８０ ５４ １００ ６８ ７２ ６３ ６２ ８２ ８２ ５７
（８１）（８３）（８３）（８３）（７７）（１００）（８０）（９０）（７４）（７８）（８８）（８９）（６４）

�誠実性
③ ② ③ ① ② ③ ② ② ② ②
６９ ７７ ７７ １００ ６９ ７５ ６６ ５９ ６９ ７１ ６４ ４６ ８６
（６５）（５７）（６７）（６７）（５３）（４３）（６８）（７８）（７８）（５９）（３８）（３３）（７３）

�責任感
① ③ ② ③ ③

６６ ６４ ８５ ６０ ３９ ７５ ６６ ６９ ６９ ６７ ５５ ７３ ６２
（６６）（５５）（５８）（５０）（４１）（８６）（７０）（８１）（７０）（５２）（７５）（８９）（６４）

	コミュニケーション能
力

③ ② ① ③
６３ ５６ ７５ ８３ ４７ ２９ ７６ ８１ ５２ ６３ ５０ ３３ ７３
（６３）（５７）（７５）（８３）（４７）（２９）（６５）（８１）（５２）（６３）（５０）（３３）（７３）


一般常識 ４１ ３３ ３３ ５０ ２４ ４３ ４３ ５１ ３５ ２６ ５０ ４４ ５５
（４１）（３３）（３３）（５０）（２４）（４３）（４３）（５１）（３５）（２６）（５０）（４４）（５５）

�自立性 ２４ ３１ ３１ ４０ ２３ ３８ ２２ １８ ３８ １４ １８ １８ ２９
（２２）（２６）（３３）（－）（３５）（１４）（２０）（２２）（４４）（４）（１３）（２２）（１４）

�地元出身者である １３ ５ － ３３ ６ － ８ １５ ９ １５ ２５ ２２ １４
（８）（９）（６）（３３）（－）（７）（８）（８）（１２）（１５）（－）（－）（－）

専門知識 １１ ８ － ２０ － ２５ １３ １０ ６ １４ ９ ９ ２４
（１３）（１２）（１７）（１７）（６）（１４）（１３）（２２）（４）（－）（－）（１１）（２７）

�リーダーシップ １１ ５ ２５ １７ － － １１ ５ １７ １５ １３ － １８
（１１）（６）（－）（－）（７）（１４）（１３）（１３）（１５）（１５）（－）（－）（２２）

�学業成績 ６ ５ ８ － ６ － ６ － １３ ４ １３ １１ ９
（６）（５）（８）（－）（６）（－）（６）（－）（１３）（４）（１３）（１１）（９）

�公的資格がある ５ － － － － － ７ － ６ １４ ９ － １４
（５）（２）（－）（－）（６）（－）（５）（５）（－）（４）（１３）（－）（１４）

�その他 １ － － － － － １ ２ － － － － －
（１）（－）（－）（－）（－）（－）（１）（２）（－）（－）（－）（－）（－）

＜表６＞新卒採用実施企業の中途採用計画（n=154）
（単位：％）

※今春に新卒採用を実施した企業の数値、（ ）内は前年実績、四捨五入の関係により合計が１００％とならない場合がある。

＜表７＞採用する際の重視項目（複数回答n=153）
（単位：％）

※今春に新卒採用を実施した企業の数値、（ ）内は前年実績

＜表８＞今後１年間の従業員の増減見通し（雇用方針DI）（n=357）
（単位：％）

特別調査
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今回の調査では、人手不足感がバブル期を超える水準となりました。

人手不足によって事業継続維持に支障が出始めているとの声も聞かれます。このような状

況下、人手不足への対応として、各企業では待遇改善や就労条件の見直しなどといった採用

面の工夫とならんで、社員教育の充実・外国人実習生の採用検討・ロボットやAIの活用など

にも目を向けています。

以下で、企業から寄せられた生の声を紹介いたします。

１．人手不足

【製造業】

＜その他食料品製造業＞ 飲食・サービス部

門の社員定着率が悪い。業種的な問題もある

が、人口減少による要因も大きいと思う。こ

のままでは、事業規模自体の縮小も考えてい

かなければならない。

＜業務用機械器具製造業＞ 人手不足の状況

が続いており、待遇改善等による人材確保

（新卒・中途採用）や高齢者の活用などのほ

かロボットの導入等による省人化も強力に進

める必要がある。

＜金属製品製造業＞ 人手不足の状況が続い

ており、中途採用の募集をしているが、問合

せもない状況である。来年度は新卒採用に向

けて早めに準備をしていく。

【非製造業】

＜一般土木建築工事業＞ 建設業において

は、高齢化、技術者不足が深刻である。その

ため、当社では未経験者でも若い人材を積極

的に採用し教育していく、人材育成プラン等

を策定中で２０１８年度より実行する予定であ

る。

＜一般土木建築工事業＞ 将来の人手不足に

備え中途採用での募集をしているが応募がな

い。一方、新卒採用はほぼ予定通りであっ

た。今後は離職率を低下させる為にも働き方

改革に取り組まなければならない。

＜電気工事業＞ 新卒については計画を満た

せない状況が続いており、社員の育成・マルチ

スキル化による生産性向上と下請会社の間口

拡大で対応していくしかない。技術者不足は

受注機会の喪失となることから、外注先も含

む当社グループとして受け皿を確保していく。

＜建築材料卸売業＞ 当社は卸売業ではある

が商品を卸売りするだけではなく、職人も当

社でかかえて人手不足の解消に役立てばと考

えている。

＜その他小売業＞ 人材不足であり、人材確

保のため正社員の比率を上げていかなければ

ならないが、人件費増加が心配である。

＜百貨店・総合スーパー＞ 人手不足は慢性

化している。新卒を採用して人を育てる余裕

がない。また、中途採用をしようとしても人

が集まらない状況であり、事業維持に支障が

出始めている。

経営のポイント

人手不足克服に向けた企業対応に拡がり
〈企業の生の声〉
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２．新卒・中途採用、採用見直し等

＜土木建築サービス業＞ 人手不足により中

間管理職の負担が増えている。将来は現在の

若年層が中間管理職になったときに同じよう

に仕事を負担できるかというと難しいと考え

ており、ITなどを活用し、効率性を高めてい

かなければ縮小していくことになる。

＜洗濯業＞ 中小企業の人手不足において、

特に若者の採用が難しく苦慮している。一方、

年配者はこのような状況の中でも集まり易く、

平均年齢が上がってきている。若者に如何に

魅力のある企業にするかが大きな課題である。

【製造業】

＜畜産食料品製造業＞ 今春の新卒は募集す

るも応募なし。地元の学校の生徒数が減少し

ており、さらに、今年は地元での就職を希望

する生徒がほとんどいなかったようである。

地方の中小企業の労働環境は厳しく、ワーク

ライフバランスを重視する若者にとっては魅

力的な企業ではない。又、中途退社をする従

業員も増加しており危機を感じてきている。

＜その他の食料品製造業＞ ６０歳を超える従

業員が多く、退職者が増加する予定であり、

人件費単価を改善する機会と考える。それに

は、若い社員を採用し今後の発展を支える人

材に育てる方針にしていく。

＜生産用機械器具製造業＞ 製造部門の中核

を担っている従業員の高齢化が進んでおり、

技術の伝承が急務と認識している。予想外の

中途退職者もおり、多めの新卒を採用し、計

画的に指導教育していく方針。有用な人材で

あれば中途採用も実施していく。

【非製造業】

＜一般土木建築工事業＞ 新卒採用について

は経営環境・業績や収益によらず、一定した

継続性が必要と考えている。人口減少時代に

あって「働き方改革」は企業にとって至上命

題と考えている。

＜木造建築工事業＞ 社員の平均年齢を上げ

ない事が、会社維持には欠かせないことであ

り、経営責任として新卒採用は続ける。

＜化学製品卸売業＞ 人材を見極める事が難

しく、さらに教育等のノウハウに乏しいた

め、中途採用を中心に行っている。今後もそ

の方向で雇用を確保する予定である。

＜身の回り品卸売業＞ 予定通り中途採用が

出来た。労働時間などを見直し、朝９時出社

１８時退社、土日祝日、他で計１２０日の休日と

いう募集の条件が良かったと感じている。

＜自動車小売業＞ 景気や収益の動向に左右

されず、毎年コンスタントに新卒採用を続け

ていくことが年齢構成のバランスの観点から

も必要と感じる。大量採用した時期の社員が

４０代になるもポストが無い状況である。ま

た、若手社員が少ない等の弊害が出ている。

＜旅客運送業＞ 少子高齢化による新卒労働

者の減少・定年退職者影響を鑑みると、中長

期的な採用計画が必要不可欠である。今後、

益々の採用競争激化が懸念されるため、既存

社員の帰属意識の醸成を図るのはもちろんの

こと「人財に過剰なし」として積極採用を行

い、特に技術系職（理系学生）の確保を優先

すべきと考える。

経営のポイント
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３．雇用全般に関する意見＜宿泊業＞ 採用の状況はとても厳しい。そ

の中で他社との差別化や自社の雇用環境に注

意して計画・実施することが重要だと感じて

いる。

＜宿泊業＞ 事業所の立地もあり新卒確保は

厳しいが、ここ数年は更に厳しくなってい

る。今後も状況は改善しないと考えられ、

AI設備の導入等業務効率化を進めていく。

＜医療業＞ 業績は変わらないが、離職率が

年々上昇している。立地条件も含め集まりに

くいため、採用の見直しを図りたい。

＜産業用機械器具賃貸業＞ 資格保有者を中

途採用し雇用するケースが多いため、年齢構

成の偏りがある。今後は新卒者を積極的に採

用し、年齢構成の偏りを見直していく。

＜ソフトウェア業＞ 年齢構成により一定の

雇用が必要と考えるが、業務量に応じ中途採

用で対応するため毎年新卒採用できないのが

実態です。業界で実施する教育の積極的な参

加により基礎を学んでもらい業務知識を社内

でしっかりサポートするなどした教育が業績

の向上につながると思います。教育に対する

助成金が多くなればと思います。

＜産業廃棄物処理業＞ 資格を必要とする業

務が多く即戦力となる資格保有者の中途採用

が多くなる。但し簡単に機械化できない業務

（力仕事）もあることから、若年層が少なく

なってきているので今後は将来を見据えた新

卒採用も検討していく必要がある。

【製造業】

＜その他の食料品製造業＞ 業務量に季節変

動が大きいため派遣・アルバイトで調整して

きたが、短期従業者を雇用するのが難しい環

境となってきた。今後、何らかの雇用対策を

考え、検討していきたい。

＜製材業・木製品製造業＞ 最低賃金の上昇

や休日の増加、残業時間の短縮など、零細企

業では対応困難な状況である。更に高齢化は

進み、廃業へと追い込まれるケースに拍車が

掛かっていくと考えられる。

【非製造業】

＜床・内装工事業＞ 新卒者の募集について

は厳しい状況であり、国土交通省推進の外国

人実習制度を利用して従業員確保に努めてい

ます。今後は日本人熟練工と外国人実習生で

製造を安定させていきます。また弊社の技術

力を外国でも試してみたいと考えています。

＜一般土木建築工事業＞ 高齢化問題が深刻

であり５～１０年先を見据えて毎年定期的に数

名ずつでも増員する方針である。企業の存続

は後継につなぐ人材の確保と言える。

＜他に分類されない卸売業＞ 今後を睨み、

年齢構成を考えながら適宜採用を行う。又、

受発注、在庫管理、営業支援等、システム対

応（新システム導入）による省力化・効率化

に向け鋭意対応中にある。

経営のポイント
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（要約）

○欧州は「独一強」から「独仏連携」へ、伊総選挙後の混迷は長期化。

○２０１９年春の英国EU離脱後も、２０２０年末まで現状は維持されるが、その後については依然

不透明感が強い。

○欧州経済の好調は続くが、各国間のばらつきは大きく、欧州中央銀行（ECB）の量的緩

和策縮小は段階的。

○日本企業は、欧州各国毎に政治・経済情勢が異なっていることに留意した戦略を取るべき。

はじめに

２０１８年に入っても、ドイツ・イタリアなどの政治情勢や英国のEU離脱（ブレグジット）の動

向など、欧州を巡っては不透明な情勢が続いています。

本稿では、第一にドイツとイタリアを中心とした欧州の政治情勢と見通し、第二に、英国EU

離脱交渉の現状と２０１９年の離脱に向けた見通し（ブレグジット交渉の行方）、第三に欧州中央銀

行の金融政策と市場動向（為替・金利）について述べたうえで、最後に日本企業の戦略への影響

を考えたいと思います。

１．欧州の政治動向－ドイツ・イタリアを中心に

先ず、欧州の政治情勢について、これまでの経緯と現状を振りかえってみましょう。

昨年、欧州に吹き荒れた極右勢力などポピュリズム（大衆迎合主義）の台頭は、昨年５月のフ

ランス大統領選でマクロン氏が勝利し、一旦納まったかに見えました。しかしその後、９月に実

施されたドイツ総選挙でメルケル首相率いる与党・キリスト教社会・民主同盟（CDU/CSU）が

予想外に苦戦し、極右勢力である「ドイツのための選択肢（AfD）」が大幅に勢力を伸ばしたた

め、状況は一変しました。

さらにその後、メルケル氏が進めた連立工作が難航し、結局、今年３月になって、選挙前の連

立相手である社会民主党（SPD）との「大連立」が成立しました。しかし従来通りの「大連立」

といっても、両派とも選挙で大幅に議席を減らしています。さらにメルケル氏は連立をまとめる

ため閣僚人事などで大幅な譲歩をしたと伝えられています。

経営のアドバイス

欧州の政治経済動向と日本企業の対応
－イタリア政局とブレグジット交渉を注視－

国際大学 特別招聘教授

林 秀毅
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連立の組み合わせ 合計得票率 首相候補者

五つ星＋「同盟」 ５０．４％ ディマイオ

五つ星＋中道左派 ５５．６％ ディマイオ

「同盟」＋中道右派 ３７．０％ サルビーニ

（表１）イタリア連立政権の選択肢

（注）合計得票率は、下院の各党・会派の得票率により筆者試算（五つ
星：３２．７％、「同盟」：１７．４％、中道左派：２２．９％、中道右派：１９．６％）。
首相候補者は各連立で得票率の最も高い党から選出されると想定。

以上のような経過から、４期目に入ったメルケル政権は、やや求心力が低下し、現地では早く

も４年後の後継者候補が取りざたされています。

このようなドイツの政治情勢を欧州全体で見ると、従来のユーロ危機時のようなドイツだけに

頼る体制の見直しにつながります。

冒頭述べたフランスのマクロン大統領は、ユーロや欧州連合（EU）全体を強化するビジョン

を打ち出しています。従来から、欧州は「経済のドイツと政治のフランス」の協力で成り立って

いると言われてきました。メルケルとマクロンは個人的な相性も良いため、今後は「独仏協調」

により、欧州の進む方向性が決まってくるでしょう。

一方、今年３月に入ると、イタリアの総選挙が実施され、「五つ星運動」「同盟」という二つの

ポピュリスト政党が、予想以上の得票を得たのです。この二つの政党の得票数を合計すると過半

数を超えてしまうため、両方の政党を排除して連立政権を組むことは非常に困難です。（表１）

また、選挙戦などの経緯から、各党間あるいは党首間にさまざまな軋轢が生じているうえ、選

挙戦では中道右派の結集を目指し一定の影響力を維持したベルルスコーニ元首相や、連立交渉の

調整と首相指名を行うマッタレラ大統領がどのような連立を目指しているのか、という点も重要

です。イタリアの政治情勢は、当面不透明な状態が続かざるを得ないと思います。

以上のように、イタリアの総選挙をきっかけに、欧州に再びポピュリズムの嵐が吹き荒れ始め

たのです。

さらに、欧州の周辺部でも、反EUの動きが活発化しています。３月８日に行われたハンガ

リー総選挙では、独裁色の強いオルバン首相の率いる与党が大勝しました。これに限らず、ポー

ランドやチェコなどの、旧社会主義国である中東欧のEU加盟国は、西欧と比較して経済発展が

遅れているうえ、近年ではシリアなどからの難民流入による影響を地理的にも受けやすかったこ

とから、EUへの反発が強まっています。
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また、北欧の加盟国でも、比較的豊かな自国の生活を守りたいという意識が強く、他の加盟国

に対する財政の支援や難民の受け入れに対する反感を通じ、やはり反EUの機運が生じていま

す。そのため、今年９月のスウェーデン総選挙では、極右勢力が議席を増やすのではないかと懸

念されています。

２．ブレグジット交渉の行方

次に、ブレグジット交渉は現状、どうなっているでしょうか。本年３月１９日、EUと英国双方

の交渉官により、離脱協定の暫定的な草案が発表されました。

そこでは、２０１９年３月のEU離脱後も、２０２０年の１２月末までの１年９か月は英国の現在の地位

を維持する移行期間とすること、この期間に対して、英国がEU予算に支払う「拠出金」の考え

方などについて一応の合意ができました。

今後に残された最大の問題は、英国の北アイルランドとEU加盟国であるアイルランド共和国

との国境で維持されている自由な通行を、ブレグジット後どうするかという点です。この点、英

国は厳格な国境を設けず自由な通行を認めたうえで、最新技術を活用して管理が可能であると主

張しています。一方、EUは北アイルランドのみを単一市場に留めるとしています。ただし、英

国・EUとも、北アイルランドとアイルランド共和国の自由な通行や貿易は、既に密接に行われ

ているため、今後も維持せざるを得ないと考えていることには注意が必要です。

一方、EU案によると、英国内に貿易障壁を設定しないと、北アイルランドが英国とEUの単一

市場をつなぐ「抜け道」になってしまいます。こう考えると、アイルランド国境の問題は、現在

のEUとスイスの国境の例などを参考にしながら、実質的に自由な通行と貿易を継続する方向で

妥協するのではないでしょうか。

次に、もう一つの難問は、ブレグジット交渉を行う英国の体制にあります。欧州現地では、メ

イ首相は来年３月の離脱時まで続投するという見方が大勢です。これは、保守党内に有力な後継

候補が見当たらないことが最大の理由です。さらに、今回の離脱協定案発表のように、徐々に

EUとの間で交渉内容が固まっていくため、労働党のコービン氏などに交代し交渉内容が見直さ

れる可能性は、時間の経過と共に低くなっていきます。今後もEUが交渉の主導権を握り、メイ

首相の率いる英国は、今後も妥協せざるを得ない展開が続くでしょう。

３．欧州経済とECBの金融政策・市場動向

ここで経済面に目を転じると、欧州経済は概ね好調であり、ドイツ・フランス・スペインなど

主要国の実質成長率見通しは、２０１８年に軒並み２％を超える見通しです。ただし、既に述べたよ

うに政治の混乱が続くイタリア、ブレグジットの悪影響が懸念される英国は、１％台前半の低い

成長に留まる見通しです。（表２）
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国名 ２０１７年 ２０１８年 ２０１９年

ドイツ ２．５ ２．４ １．９

フランス １．８ ２．０ １．８

スペイン ３．１ ２．６ ２．１

イタリア １．５ １．５ １．２

（ＥＵ２７カ国） ２．６ ２．５ ２．１

英国 １．８ １．４ １．１

（表２）EU各国の実質成長率 （単位：％）

（出所）欧州委員会『２０１８年経済見通し（冬期）』（２０１８年２月）

２０１７年 ２０１８年 ２０１９年 ２０２０年

３か月EURIBOR －０．３ －０．３ －０．１ ０．４

１０年国債利回り １．０ １．３ １．６ １．９

ユーロドル為替レート １．１３ １．２３ １．２４ １．２４

原油価格（１バーレル） ５４．４ ６５．０ ６１．２ ５８．３

（表３）ユーロ圏の為替・金利見通し （単位：％、ドル）

（出所）ECB『ユーロ圏マクロ経済見通し』（２０１８年３月）

以上のようにユーロ圏経済が全体として堅調に推移すると予想される中、欧州中央銀行

（ECB）は、量的緩和政策を段階的に縮小し、行く行くは政策金利を引き上げることが見込まれ

ます。

しかし、既述のイタリア政治情勢の混迷やブレグジット交渉の不透明感がユーロ圏の金融市場

に悪影響を与える可能性をどう見るべきでしょうか。以上のような観点から、ECBのスタッフが

作成した『ユーロ圏マクロ経済見通し』（表３）を見ると、興味深い点に気付きます。

先ず、２０２０年になって初めて３か月金利がプラスに転じる見通しとなっていることから、ECB

がマイナス金利政策を終え金利引き上げに転じる時期を、かなり慎重に考えていることがうかが

えます。さらに、２０２０年にかけ金利が上昇する見通しにもかかわらず、為替については１ユーロ

＝１．２４ドルで頭打ちとなっています。ECBは「為替水準は政策目標ではない」としていますが、

為替市場では、１ユーロ＝１．２５ドルの水準を上限と想定していると見られています。これは対円

でいえば、１３０円台をやや上回る水準に相当します（図１）。この水準に近付くとドラギ総裁など

から牽制発言があるためです。ECBは今後のリスクに備え、金利・為替の動向を注視するでしょ

う。
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（図１）ユーロ円為替レートの推移

最後に、以上の議論に関し、２０１９年１０月に任期を終えるドラギECB総裁の後任候補として、独

連銀総裁のバイトマン氏が有力視されていることが注目されます。「タカ派」とされるバイトマン

氏の次期総裁就任が現実的になった場合、以上のような「欧州金利とユーロの緩やかな上昇」と

いう見通しが変わってくる可能性に留意が必要になるでしょう。

４．日本企業はどう対応すべきか

それでは最後に、以上のような欧州の政治経済動向に対して、日本企業はどう対応すべきか、

について考えてみます。

第一にブレグジットについては、先に述べたように１年９か月の移行期間が設定されたため、

２０１９年３月の英国によるEU離脱後も、２０２０年末までは両者の関係は現状維持となります。しか

し２０２０年末時点でEUと英国の間でその後の貿易関係などについて合意の存在しない「クリフ

エッジ（崖っぷち）」となるかどうかは、今後の両者の交渉次第です。この状態は、英国・EU双

方の貿易に打撃を与えるため、この状態は避けたい、というのが両者の本音です。しかしその可

能性が残っている以上、企業は最悪の事態に備えざるを得ません。欧州では、日本を含むグロー

バル企業が英国拠点を見直し、その機能を他のEU加盟国に分散する動きが始まっています。

またブレグジットとの関係では、現在交渉が大詰めを迎えている日・EU経済連携協定
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（EPA）交渉が問題となります。交渉が予定通り進み、欧州が夏休みに入る前の７月中に署名さ

れ、欧州各国及び日本の議会の承認を経て来年３月の英国のEU離脱前に発効すれば、２０２０年末

まで問題なく英国に対しても、日・EU経済連携協定（EPA）が適用されることになるためです。

第二に、欧州の政治・経済動向全般について、各国毎のばらつきが非常に大きくなっており、

特にイタリアのように政治・経済両面で不安定な要素を抱えた国があることに、日本企業は留意

すべきでしょう。

（参考資料）

駐日欧州連合代表部HP

欧州中央銀行（ECB）HP

林秀毅『欧州経済・金融レポート』（日本経済研究センター、北海道EU協会HPに毎月１０日頃掲載）

林秀毅『欧州の政治経済動向と道内企業の戦略』（ほくよう調査レポート、２０１７年７月号）

＜執筆者紹介＞

日本興業銀行入行、ルクセンブルグ興銀、興銀調査部主任部員、一橋大学客員教授、

慶應義塾大学特任教授などを経て、現在、国際大学特別招聘教授、北海道EU協会顧問
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経済コラム 北斗星

将来の交通政策に必要な「メンテナンス」の観点
本年２月に、北海道「運輸交通審議会」が「北海道交通政策総合指針」を知事に答申し

た。本答申で示された基本的考え方と施策が、今後の北海道における「交通インフラ体系」

の将来像を形成していくこととなる。北海道は、広域分散型の地域であり、冬季には除雪を

はじめ地域特有の課題を抱えているうえ、近年では急ピッチの人口減少にも見舞われてい

る。また、北海道は、JR北海道の不採算路線問題、７空港一括民営化問題、北海道新幹線

の２０３０年札幌延伸などの諸問題にも直面している。こうした状況の下で、北海道の「交通イ

ンフラ体系」を巡る「総合指針」が示されたことの意義は大きい。

本指針は、本年度から新幹線の札幌延伸が完成する２０３０年度までを指針の計画期間とし、

交通ネットワーク形成の基本的考え方として「世界をつなぐ」「競争と共生」、「地域を支え

る」「リスクに備える」の４点を掲げている。また、空港民営化がスタートする２０２０年度まで

の３年度を重点取組期間と定め、その重点戦略として「インバウンド加速化戦略」「国際物流

拡大戦略」「シームレス交通戦略」「地域を支える人・モノ輸送戦略」「災害に強い交通戦略」の

５つを掲げている。総合指針という性格上、多少総花的になるのはやむを得ないとして、A

４版１３６頁にわたる詳細な記述の割には、具体的にどのようなプロジェクトを優先的に実施

するのか、あるいは、その費用を誰がどの程度負担するのかといった考え方が明確に示され

ていない点がやや気にかかる。とくに公共交通については、この点のコンセンサスが得られ

ないまま、結局は「国頼み」ということになって埒があかなくなるケースを過去いくつも経

験してきた。

さらに、本総合指針を読んで気になるのは、全国的に大きな問題となってきている「交通

インフラの高齢化、脆弱化」の問題である。戦後、高度成長期に急ピッチで進められた道

路、トンネル、橋梁などの社会基盤施設に、いわゆる「大修繕時代」が到来しつつある。こ

うしたメンテナンスの問題について総合指針では、「リスクに備える」という箇所に、「交通

インフラの計画的な修繕・更新」として、わずか数行記載されているのみである。道庁管理

のインフラについては、別途「北海道インフラ長寿命化計画」（２０１５年６月）があるとのこと

だが、北海道全体として、今後、こうした修繕・更新が必要な個所がどの位出てきて、それ

に要する費用はどの程度なのかという詳しい記述はない。修繕・更新は、安全確保の観点か

らみれば、いわば待ったなしに対応しなければならない問題である。こうした修繕・更新を

行いながら、果たして総合指針が想定する新たな投資を実施していく、人的、財政的な余裕

はどの程度確保できるのか。

人口減少時代においては、公共交通機関の利用者減少、運転者や土木関係の専門技術者確

保の困難化、財政の縮小に伴う修繕費用捻出の困難化など、今後様々な問題に直面すること

が予想される。北海道の場合、高速道路や新幹線の札幌延伸など他地域に比べて新設整備案

件を多く抱えているだけに、どうしてもこれを先ず優先的に行わなければならない状況にあ

る。しかし、今からしっかりと、既存施設の長寿命化、維持管理コストの削減、施設の統合

や廃棄などの計画（スクラップアンドビルド）をしっかり構築していく必要があるのではな

いか。 （平成３０年５月１０日 北洋銀行 顧問 横内 龍三）

ｏ．２６３（カラー）　ＩＣＳ　１７５線／本文　※柱に注意！　柱「ほくよう」に変更／０００　　　　　経済コラム　北斗星２５  2018.05.17 11.03.49  Page 21 



年月

鉱工業指数
生産指数 出荷指数 在庫指数

北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国
２２年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２２年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２２年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２２年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２２年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２２年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２０１４年度 ９７．３ △３．９ ９８．４ △０．５ ９６．１ △５．３ ９７．５ △１．２ １０４．０ ５．１ １０４．９ ６．１
２０１５年度 r ９４．９ △２．５ r ９７．５ ０．９ r ９５．６ △０．５ r ９６．４ △１．１ r１００．７ △３．２ r１０６．１ １．１
２０１６年度 ９５．０ ０．１ ９８．５ １．０ p９４．２ △１．５ r ９７．２ ０．８ ９８．０ △２．７ r１０１．９ △４．０
２０１７年度 ９６．８ １．９ １０２．５ ４．１ ９７．２ ３．２ １００．４ ３．３ １１０．９ １３．２ １０５．９ ３．９

２０１７年１～３月 r ９６．０ ０．６ r１００．０ ０．２ r ９４．３ △０．５ r ９８．５ △０．１ r１００．３ ３．７ r１０９．２ １．８
４～６月 ９７．７ １．８ r１０１．８ １．８ ９８．６ ４．６ r ９９．９ １．４ r１００．７ ０．４ r１０８．９ △０．３
７～９月 r ９５．８ △１．９ r１０２．３ ０．５ r ９６．５ △２．１ r１００．５ ０．６ r ９７．３ △３．４ r１０７．４ △１．４
１０～１２月 r ９７．９ ２．２ r１０３．９ １．６ r ９８．４ ２．０ r１０１．３ ０．８ r ９７．８ ０．５ r１０９．８ ２．２

２０１８年１～３月 p９６．０ △１．９ １０２．５ △１．３ p９６．０ △２．４ r１００．２ △１．１ p１１３．５ １６．１ １１３．５ ３．４
２０１７年 ３月 ９６．５ △０．３ r１００．０ △０．５ ９４．７ △０．６ r ９８．６ △０．３ １００．３ △０．１ r１０９．２ ０．９

４月 r ９８．５ ２．１ r１０２．９ ２．９ r ９８．７ ４．２ r１００．４ １．８ １０１．７ １．４ r１１０．９ １．６
５月 r ９８．１ △０．４ r１００．７ △２．１ ９８．９ ０．２ r ９８．９ △１．５ １００．５ △１．２ r１１０．７ △０．２
６月 ９６．６ △１．５ r１０１．９ １．２ ９８．２ △０．７ r１００．５ １．６ １００．７ ０．２ r１０８．９ △１．６
７月 r ９５．５ △１．１ r１０１．６ △０．３ p９６．５ △１．７ r１００．１ △０．４ p９９．２ △１．５ r１０８．２ △０．６
８月 r ９７．５ ２．１ r１０２．９ １．３ ９６．０ △０．５ r１０１．６ １．５ ９９．４ ０．２ r１０７．６ △０．６
９月 r ９４．５ △３．１ r１０２．３ △０．６ ９７．１ １．１ r ９９．８ △１．８ ９７．３ △２．１ r１０７．４ △０．２
１０月 r ９７．５ ３．２ r１０２．８ ０．５ ９８．８ １．８ r ９９．４ △０．４ ９６．９ △０．４ r１１０．５ ２．９
１１月 r ９７．０ △０．５ r１０３．５ ０．７ ９６．８ △２．０ r１０１．３ １．９ ９７．５ ０．６ r１０９．８ △０．６
１２月 r ９９．３ ２．４ r１０５．４ １．８ ９９．６ ２．９ r１０３．３ ２．０ ９７．８ ０．３ r１０９．８ ０．０

２０１８年 １月 r ９５．３ △４．０ r１００．７ △４．５ ９５．４ △４．２ r ９８．７ △４．５ １１０．４ １２．９ r１０９．３ △０．５
２月 r ９５．３ ０．０ r１０２．７ ２．０ ９５．７ ０．３ r１００．３ １．６ r１１３．０ ２．４ r１０９．９ ０．５
３月 p９７．５ ２．３ １０４．１ １．４ p９６．８ １．１ １０１．５ １．２ p１１３．５ ０．４ １１３．５ ３．３

資料 経済産業省、北海道経済産業局

■鉱工業生産指数の年度は原指数による。
■「p」は速報値、「r」は修正値。

年月

百貨店・スーパー販売額
百貨店・スーパー計 百貨店 スーパー

北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国

百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％）
２０１４年度 ９６７，５６３△１．０ １９９，９５２△０．９ ２０９，５４７ △４．１ ６７，０２１ △２．８ ７５８，０１６ △０．１ １３２，９３１ ０．０
２０１５年度 ９６１，５５４ ３．３ r １９９，４００ ２．７ ２１０，１９０ ０．３ ６７，９２３ １．３ ７５１，３６５ ４．０ r １３１，４７７ ３．３
２０１６年度 r ９５３，９０７ ０．４ r １９５，２６０△１．１ r ２０２，８４９ △３．５ r ６５，６０７ △３．４ r ７５１，０５８ １．６ r １２９，６５３ ０．０
２０１７年度 r ９６２，１１０ ０．９ r １９６，２２３ ０．５ r ２０１，２９１ △０．８ r ６５，３５４ △０．４ r ７６０，８１９ １．３ r １３０，８６９ ０．９

２０１７年１～３月 r ２３４，３０５△０．２ r ４７，５４５△１．５ r ５０，９７１ △３．９ r １６，２４３ △２．２ r １８３，３３４ ０．９ r ３１，３０２ △１．１
４～６月 r ２２９，５３９ ０．５ r ４７，１５６ ０．１ r ４４，９８８ △２．８ １５，２５８ △０．４ １８４，５５１ １．４ r ３１，８９８ ０．３
７～９月 ２３３，９４７ ０．１ ４７，８０２ ０．７ ４７，８０６ △５．３ １５，３４６ △０．２ １８６，１４１ １．６ ３２，４５６ １．１
１０～１２月 r ２６１，５１６ １．５ r ５３，５２２ ０．７ r ５７，２１８ ３．８ r １８，６８１ ０．１ r ２０４，２９８ ０．９ r ３４，８４０ １．１

２０１８年１～３月 ２３７，１０８ １．２ p ４７，７４３ ０．４ ５１，２７８ ０．６ p １６，０６９ △１．１ １８５，８３０ １．４ p ３１，６７４ １．２
２０１７年 ３月 ８０，４３３△０．７ r １６，３０９△０．９ r １７，６７１ △５．５ ５，７２９ △１．７ r ６２，７６３ ０．７ １０，５８０ △０．５

４月 ７６，４７７ １．３ r １５，５８１ ０．８ r １４，７２９ △２．３ r ４，９９４ △０．４ r ６１，７４８ ２．２ r １０，５８７ １．３
５月 ７７，０９３△０．１ １５，８８１△０．６ １５，００５ △３．８ ５，０６９ △１．１ ６２，０８８ ０．９ １０，８１１ △０．４
６月 ７５，９７０ ０．４ r １５，６９４ ０．１ １５，２５５ △２．２ ５，１９４ ０．２ ６０，７１４ １．２ １０，５００ ０．０
７月 ８１，５５９ ０．４ １７，１７９ △０．２ １７，３９６ △５．５ ６，０１０ △２．５ ６４，１６２ ２．２ １１，１６９ １．１
８月 ７８，９７４ ０．９ １５，６５５ ０．７ １５，１１５ △１．１ ４，５５２ ０．５ r ６３，８６０ １．４ １１，１０３ ０．８
９月 ７３，４１４△１．２ １４，９６８ １．８ １５，２９５ △８．９ ４，７８４ ２．１ ５８，１１９ １．１ １０，１８４ １．６
１０月 ７８，００３△０．１ １５，８８８△０．５ １６，５２８ ２．６ ５，１６４ △１．５ ６１，４７５ △０．８ １０，７２４ ０．０
１１月 ７９，４９１ １．４ １６，７１３ １．４ １７，０５０ ３．５ ５，９２４ ２．２ ６２，４４１ ０．８ １０，７８９ １．０
１２月 r １０４，０２２ ３．０ r ２０，９２１ １．２ ２３，６４１ ５．０ r ７，５９４ △０．４ r ８０，３８１ ２．４ r １３，３２７ ２．１

２０１８年 １月 ８１，９３２ ０．７ １６，８２６ ０．５ １７，９２０ △０．９ ５，６５９ △１．４ ６４，０１３ １．２ １１，１６７ １．５
２月 ７３，７５９ １．７ １４，５６５ ０．５ １５，６５４ ２．９ ４，７０２ △１．５ ５８，１０５ １．４ ９，８６３ １．５
３月 ８１，４１７ １．２ １６，３５１ ０．３ １７，７０４ ０．２ ５，７０８ △０．４ ６３，７１２ １．５ １０，６４４ ０．６

資料 経済産業省、北海道経済産業局

■百貨店・スーパー販売額の前年同月比は全店ベースによる。
■「p」は速報値、「r」は修正値。

主要経済指標（１）

― ２２ ―ほくよう調査レポート ２０１８年６月号

ｏ．２６３（カラー）　ＩＣＳ　１７５線／本文　※柱に注意！　柱「ほくよう」に変更／０００～０００　主要経済指標  2018.05.17 13.26.51  Page 22 



年月

専門量販店販売額
家電大型専門店 ドラッグストア ホームセンター

北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国

百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％）
２０１４年度 １３０，０３９ － ４１，７８１ － ２１０，７３８ － ４９，４２３ － １２８，５２２ － ３２，５１７ －
２０１５年度 １３６，８１６ ５．２ ４２，２８８ １．２ ２２９，８２０ ９．３ r ５４，７７６ ９．２ １３１，５８９ ２．４ r ３３，１５９ ２．０
２０１６年度 r １３６，９７８ ０．１ r ４１，９８４△０．７ r ２４２，７１４ ５．６ r ５７，７２９ ５．３ １２９，４９２ △１．６ r ３３，０４０ △０．４
２０１７年度 r １４１，３７７ ３．２ r ４３，３４３ ３．２ r ２５５，４６５ ５．３ r ６１，６２４ ６．４ １３０，２８９ ０．６ r ３２，９２０ △０．４

２０１７年１～３月 ３６，７２０ ０．６ １０，６９８ １．５ r ６１，１３５ ４．３ r １４，１５９ ３．０ ２４，７４５ △２．３ ７，２４５ △０．７
４～６月 ３１，０２５ ２．８ ９，８０９ １．１ r ６１，７５８ ５．４ r １５，１６１ ５．６ ３６，７１９ ０．１ ８，７８５ △０．４
７～９月 ３５，９５９ ５．７ １１，３２０ ５．８ ６５，７０７ ５．８ r １５，５３０ ６．６ ３３，０６７ １．６ ８，１９２ ０．１
１０～１２月 ３７，４９６ ４．０ p １１，２８８ ３．７ r ６３，９５１ ４．１ r １５，７３０ ６．１ ３５，４５８ △０．２ ８，７２０ △０．８

２０１８年１～３月 ３６，８９７ ０．５ １０，９２６ ２．１ ６４，０４９ ４．８ １５，２０３ ７．４ ２５，０４５ １．２ ７，２２３ △０．３
２０１７年 ３月 １４，０７０ ４．１ ４，０２２ ５．４ r １８，７５０ １．２ r ４，８８０ ２．５ ９，１４１ △３．５ ２，６２３ △０．３

４月 r １０，９２０ ５．７ r ３，３１６ ５．７ r ２０，２９４ ５．６ r ４，９５３ ５．５ r １１，８０９ １．１ r ２，９６２ ０．４
５月 ９，９５２ ０．８ ３，２３６ ０．４ ２０，２００ ６．２ r ５，１２４ ５．８ １３，６２５ △２．８ ３，１２５ △０．７
６月 r １０，１５３ １．８ ３，２５７△２．４ r ２１，２６４ ４．４ r ５，０８４ ５．６ １１，２８５ ２．７ ２，６９８ △０．８
７月 １４，１９０ ２２．５ ４，５９５ ９．４ ２２，２２８ ７．３ r ５，３８３ ６．３ １２，０２９ ４．５ ２，９１０ △０．９
８月 １１，０５５△４．２ ３，５６７ ５．４ ２２，３２６ ４．５ r ５，１９９ ５．８ １１，２５０ １．４ ２，７７５ △０．２
９月 １０，７１４△１．９ ３，１５８ １．２ ２１，１５３ ５．６ r ４，９４８ ７．８ ９，７８８ △１．４ ２，５０７ １．６
１０月 １０，６４６△２．４ ３，１０５△０．６ ２１，０９７ ５．１ r ５，０４７ ４．９ １０，９７９ △１．９ ２，５９９ △５．１
１１月 １１，４４７ ５．９ ３，４３６ ５．６ ２１，０１８ ５．２ r ５，０２０ ６．６ １１，０５３ △０．６ ２，７５０ ０．５
１２月 １５，４０３ ７．４ ４，７４８ ５．３ ２１，８３６ ５．０ r ５，６６３ ６．８ １３，４２６ １．６ ３，３７１ １．６

２０１８年 １月 １２，９５４ ０．７ ３，８２１ ２．８ ２２，７０４ ４．２ ５，０５３ ７．０ ８，２６７ △２．８ ２，４１５ △０．７
２月 ９，９４５ １．７ ３，０７３ ３．８ ２１，４４８ ４．１ ４，８４４ ６．３ ７，２９３ ２．７ ２，１７５ △０．７
３月 １３，９９８△０．５ ４，０３２ ０．２ １９，８９７ ６．１ ５，３０７ ８．７ ９，４８５ ３．８ ２，６３３ ０．４

資料 経済産業省、北海道経済産業局

■専門量販店販売額は平成２６年１月から調査を実施。

年月

コンビニエンスストア販売額 消費支出（二人以上の世帯） 来道者数 外国人入国者数

北海道 全国 北海道 全国 北海道 北海道

百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 円 前 年 同
月比（％） 円 前 年 同

月比（％） 千人 前 年 同
月比（％） 千人 前 年 同

月比（％）
２０１４年度 ５２８，４３４ ３．３ １０５，４４６ ５．３ ２５９，４６９ ０．２ ２８８，１８８ △１．８ １２，３０８ ０．３ ９３０ ３６．３
２０１５年度 ５４４，９６９ ３．１ １１１，２７９ ５．５ ２５５，０５８ △１．７ ２８５，５８８ △０．９ １２，８２３ ４．２ １，２４３ ３３．６
２０１６年度 ５５５，１０４ １．９ １１５，１８３ ３．４ ２６０，４０３ ２．１ ２８１，０３８ △１．６ １３，５０１ ５．３ １，３９４ １２．２
２０１７年度 ５６５，７３１ １．９ １１８，０１９ ２．３ ２６４，４３３ １．５ ２８４，５８７ １．３ １３，７７７ ２．０ １，７３６ ２４．５

２０１７年１～３月 １２９，６７０ ２．２ ２７，４００ ２．５ ２６４，７４２ ５．９ ２７９，２７８ △１．６ ２，９９６ ４．１ ４１９ １１．５
４～６月 １３８，４２９ ２．７ r ２９，２０９ ３．２ ２５１，６１６ １．８ ２８２，５９６ ０．７ ３，２９９ ３．１ ３２３ ２６．８
７～９月 １５１，２３３ １．６ ３１，０５７ ２．４ ２５３，７１２ ４．４ ２７６，１０６ ０．８ ４，１４９ ０．９ ４５９ ２６．９
１０～１２月 １４３，５１６ １．３ ２９，７８５ １．４ ２８６，６８１ ０．０ ２９４，１３０ １．３ ３，２８１ ２．５ ４４２ ２３．１

２０１８年１～３月 １３２，５５３ ２．２ ２７，９６８ ２．１ ２６５，７２２ ０．４ ２８５，５１６ ２．２ ３，０４８ １．８ ５１２ ２２．１
２０１７年 ３月 ４５，２５６ ２．７ ９，６９８ ３．２ ２６３，９６４ ０．５ ２９７，９４２ △１．０ １，０９０ ５．６ r １０８ １３．０

４月 r ４４，２５３ ２．６ r ９，５１４ ３．３ ２６２，７２３ ２．６ ２９５，９２９ △０．９ ９４６ １．２ r ９７ ２９．３
５月 ４７，３９３ ２．４ ９，９６５ ３．６ ２３２，２９２ △４．８ ２８３，０５６ ０．４ １，１５７ ５．４ r １１０ ３１．１
６月 ４６，７８３ ３．１ ９，７３１ ２．９ ２５９，８３４ ７．６ ２６８，８０２ ２．８ １，１９６ ２．５ r １１６ ２１．０
７月 ５２，８２０ ４．７ １０，７６３ ３．１ ２４２，７６２ ０．１ ２７９，１９７ ０．４ １，３１２ ０．７ r １７８ ２４．１
８月 ５０，９８０△０．８ １０，５１３ １．９ ２７５，５２０ １３．９ ２８０，３２０ １．４ １，５３０ ３．６ r １６２ ３２．８
９月 ４７，４３３ ０．８ ９，７８１ ２．１ ２４２，８５５ △０．８ ２６８，８０２ ０．６ １，３０７ △１．９ r １２０ ２３．７
１０月 ４８，１９０△０．１ ９，９８２ ０．６ ３０１，７８６ １３．２ ２８２，８７２ ０．３ １，２２１ ０．６ r １３７ １９．８
１１月 ４５，３３７ ２．２ ９，５２４ １．８ ２６３，１５９ △６．２ ２７７，３６１ ２．４ １，０４０ ４．１ r １２２ ３１．２
１２月 ４９，９８９ １．８ １０，２７９ １．８ ２９５，０９７ △５．６ ３２２，１５７ １．２ １，０２０ ３．３ r １８３ ２０．６

２０１８年 １月 ４４，５２５ １．８ ９，３２３ １．８ ２７２，７６１ △２．０ ２８９，７０３ ３．７ ９６０ △０．１ r １８５ １３．２
２月 ４１，６１９ ２．３ ８，６７５ １．６ ２３６，２２５ △６．２ ２６５，６１４ １．９ ９９９ ５．６ r １８４ ２４．５
３月 ４６，４０９ ２．５ ９，９６９ ２．８ ２８８，１８１ ９．２ ３０１，２３０ １．１ １，０９０ ０．０ p １４３ ３２．４

資料 経済産業省、北海道経済産業局 総務省、北海道 �北海道観光振興機構 法務省

■コンビニエンスストア販売額の前年同月比は全店
ベースによる。

■年度および四半期の数値は月平均
値。

■「p」は速報値。

主要経済指標（２）

― ２３ ― ほくよう調査レポート ２０１８年６月号
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年月

公共工事請負金額 有効求人倍率 新規求人数（常用） 完全失業率（常用）
北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国

百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％）
倍
原数値 人 前 年 同

月比（％） 人 前 年 同
月比（％）

％
原数値

２０１４年度 ８７５，３７０ △７．６ １４５，２２２ △０．３ ０．８６ １．００ ２９，９１３ ５．１ ７３８，８１１ ４．０ ３．９ ３．５
２０１５年度 ７７０，８１１ △１１．９ １３９，６７８ △３．８ ０．９６ １．１１ ３１，１８１ ４．２ ７６９，３８７ ４．１ ３．５ ３．３
２０１６年度 ８７７，６５３ １３．９ １４５，３９５ ４．１ １．０４ １．２５ ３１，９６６ ２．５ ８１１，１９０ ５．４ ３．６ ３．０
２０１７年度 ８８３，１１０ ０．６ １３９，０８１ △４．３ １．１１ １．３８ ３２，４３４ １．５ ８５３，６７１ ５．２ ３．２ ２．５

２０１７年１～３月 １７６，６３７ ８４．０ ２９，５４９ ９．９ １．０５ １．３５ ３３，７０２ ２．９ ８７７，７２６ ５．０ ３．８ ２．９
４～６月 ４３９，２２３ ９．６ ４８，２５１ ２．６ １．０２ １．２４ ３２，３３７ ０．３ ８２６，１３７ ５．６ ３．４ ２．９
７～９月 ２２２，６２９ １．１ ３７，５７３ △７．９ １．１１ １．３５ ３２，８０７ ０．４ ８４８，９９７ ５．４ ３．２ ２．８
１０～１２月 ９０，１３９ １２．３ ２８，３１９ １．１ １．１７ １．４６ ３０，７３８ ５．１ ８４０，１９２ ７．９ ２．９ ２．８

２０１８年１～３月 １３１，１１８ △２５．８ ２４，９３８ △１５．６ １．１５ １．５０ ３３，８５６ ０．５ ８９９，３５７ ２．５ ３．１ ２．５
２０１７年 ３月 １４５，４７９ ７４．０ １４，８５９ １０．９ １．０５ １．３４ ３４，８２２ ４．９ ８６３，８４４ ５．５ ３．８ ２．８

４月 １４６，７１９ △３．５ ２０，６４６ １．７ １．００ １．２４ ３３，１９４ △３．１ ８２６，７０６ ３．３ ↑ r ２．９
５月 １５５，５６６ １３．８ １２，４２１ ８．５ １．０１ １．２２ ３１，７１９ ３．７ ８０３，６３６ ７．２ ３．４ ３．１
６月 １３６，９３７ ２２．５ １５，１８５ △０．６ １．０４ １．２６ ３２，０９７ ０．７ ８４８，０７０ ６．３ ↓ ２．８
７月 ９４，９４２ △２．１ １２，８８８ △５．４ １．０９ １．３１ ３２，３１７ △３．４ ８２０，３５２ ３．３ ↑ ２．８
８月 ７１，７４５ ３．８ １１，４９４ △７．９ １．１０ １．３５ ３２，０１７ １．８ ８４２，７６３ ６．８ ３．２ ２．８
９月 ５５，９４１ ３．５ １３，１９１ △１０．４ １．１５ １．３８ ３４，０８８ ３．０ ８８３，８７５ ６．１ ↓ ２．８
１０月 ４８，７７２ １５．６ １１，７１２ ３．９ １．１６ １．４１ ３４，４３４ ４．８ ８９９，１０４ ６．９ ↑ ２．７
１１月 ２５，４１１ ２２．４ ８，６３３ ５．０ １．１８ １．４６ ２９，９６５ ２．８ ８２５，５６８ ６．５ ２．９ ２．６
１２月 １５，９５４ △７．９ ７，９７３ △６．４ １．１８ １．５２ ２７，８１４ ８．１ ７９５，９０４ １０．４ ↓ ２．６

２０１８年 １月 １１，１１４ １．８ ６，１０１ △１２．８ １．１６ １．５２ ３３，９９０ ６．１ ９０４，５０２ ２．９ ↑ ２．４
２月 １７，７５５ △２２．３ ６，１３９ △２０．２ １．１６ １．５１ ３３，３３０ △２．７ ８９８，１７１ ０．９ ３．１ ２．５
３月 １０２，２４９ △２９．７ １２，６９７ △１４．５ １．１４ １．４６ ３４，２４８ △１．６ ８９５，３９７ ３．７ ↓ ２．５

資料 北海道建設業信用保証㈱ほか２社 厚生労働省
北海道労働局

厚生労働省
北海道労働局 総務省

■年度および四半期
の数値は月平均値。

■年度及び四半期の数値は、月平均値。■年度の数値は四
半期の平均値。

年月

消費者物価指数（生鮮食品除く総合） 企業倒産件数
（負債総額１，０００万円以上） 円相場

（東京市場）
日経
平均
株価北海道 全国 北海道 全国

２７年＝１００ 前 年 同
月比（％）２７年＝１００

前 年 同
月比（％） 件 前 年 同

月比（％） 件 前 年 同
月比（％） 円／ドル 円

月（期）末
２０１４年度 １００．４ ３．０ １００．０ ２．８ ２９１ △１２．６ ９，５４３ △９．４ １０９．９２ １９，２０７
２０１５年度 ９９．８ △０．５ １００．０ ０．０ ２６５ △８．９ ８，６８４ △９．０ １２０．１３ １６，７５９
２０１６年度 ９９．６ △０．２ ９９．７ △０．２ ２７９ ５．３ ８，３８１ △３．５ １０８．３７ １８，９０９
２０１７年度 １００．９ １．３ １００．４ ０．７ ２６３ △５．７ ８，３６７ △０．２ １１０．８０ ２１，４５４

２０１７年１～３月 ９９．８ １．０ ９９．６ ０．２ ７９ １６．２ ２，０７９ △３．０ １１３．６０ １８，９０９
４～６月 １００．４ １．０ １００．２ ０．４ ７４ １７．５ ２，１８８ ２．８ １１１．０６ ２０，０３３
７～９月 １００．６ １．２ １００．２ ０．６ ５９ △２０．３ ２，０３２ △２．６ １１１．０１ ２０，３５６
１０～１２月 １０１．２ １．５ １００．７ ０．９ ６５ ３．２ ２，１０６ １．０ １１２．９５ ２２，７６５

２０１８年１～３月 １０１．２ １．４ １００．５ ０．９ ６５ △１７．７ ２，０４１ △１．８ １０８．２０ ２１，４５４
２０１７年 ３月 ９９．９ １．１ ９９．８ ０．２ ３６ ３３．３ ７８６ ５．４ １１３．０１ １８，９０９

４月 １００．３ １．１ １００．１ ０．３ ２２ △４．３ ６８０ △２．２ １１０．０６ １９，１９７
５月 １００．４ １．１ １００．３ ０．４ ２９ ６１．１ ８０２ １９．５ １１２．２１ １９，６５１
６月 １００．６ １．１ １００．２ ０．４ ２３ ４．５ ７０６ △７．５ １１０．９１ ２０，０３３
７月 １００．４ １．１ １００．１ ０．５ ２３ △２３．３ ７１４ ０．３ １１２．４４ １９，９２５
８月 １００．６ １．３ １００．３ ０．７ １６ △３０．４ ６３９ △１２．０ １０９．９１ １９，５８３
９月 １００．７ １．２ １００．３ ０．７ ２０ △９．１ ６７９ ４．６ １１０．６８ ２０，３５６
１０月 １０１．０ １．４ １００．６ ０．８ ２０ △９．１ ７３３ ７．３ １１２．９６ ２２，０１２
１１月 １０１．２ １．５ １００．７ ０．９ ２７ ２８．６ ６７７ △２．３ １１２．９２ ２２，７２５
１２月 １０１．５ １．５ １００．７ ０．９ １８ △１０．０ ６９６ △２．０ １１２．９７ ２２，７６５

２０１８年 １月 １０１．０ １．３ １００．４ ０．９ １９ １１．８ ６３５ ５．０ １１０．７７ ２３，０９８
２月 １０１．２ １．６ １００．６ １．０ １９ △２６．９ ６１７ △１０．３ １０７．８２ ２２，０６８
３月 １０１．４ １．５ １００．６ ０．９ ２７ △２５．０ ７８９ ０．４ １０６．００ ２１，４５４

資料 総務省 ㈱東京商工リサーチ 日本銀行 日本経済新聞社

■年度及び四半期の数値は、月平均値。 ■円相場は対米ドル、インター
バンク中心相場の月中平均値。
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